
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - ▲ 1,550 - -

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就業者・失業者・非正規雇用労働者等に対し、大学・専門学校等が労働局、企業等産業界と連携してデジタル・グリーン等成長分野を中
心に就職・転職支援に向け、社会のニーズに合ったプログラムを提供するとともに、就職・転職等労働移動の支援も実施する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,392

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

- - 1,550 - -

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) - - - - -

- - 1,550

-

令和3年度
事業終了

（予定）年度
令和4年度 担当課室

- -

補正予算（B) - 1,550 -

-

-

2023 文科 22 0043

文部科学省

政策 -

事業の目的
（5行程度以内）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就業者・非正規雇用労働者・失業者等に対し、DX等成長分野を中心に大学・専門学校等を拠点とした就職・転職支援に繋がるプログラ
ムを提供しキャリアアップ・キャリアチェンジを図るとともに、大学等におけるリカレント教育プログラムの事例や課題を取りまとめ、その結果を全国に展開することにより、キャリア形
成上の支援を含めた、大学等におけるリカレント教育プログラムの開発・実施を促進する。

生涯学習推進課
生涯学習推進課長
石橋　晶

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

「経済財政運営と改革の基本方針2021」（令和3年6月18日閣議
決定）
「成長戦略実行計画」（令和3年6月18日閣議決定）
「成長戦略フォローアップ」（令和3年6月18日閣議決定）

事業名 DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業 担当部局庁 総合教育政策局 作成責任者

事業開始年度

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

-

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/ikusei/manabinaoshi/mext_00003.html

(項)令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) -

-

執行率（％）
=(G)/(F)

- - 90%

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
-

主な増減理由（・要望額・予備費）

-

令和6年度要求

　

　

(目)

-

令和３年度の非正規雇用労働者は2,065万人、完全失業者は193万人となっており、新型コロナウイルス感染症の影響も受け深刻な雇用情勢となっている。（総務省統計局「労働
力調査（基本集計）2021年（令和３年）平均結果の要約 」）
こうした状況を踏まえ、デジタル・グリーン等ニーズのある成長分野への労働移動も見据え、労働者のスキルアップとキャリアアップのサポートをセットにした支援を行う必要があ
る。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

108

83

-- 100

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

大学等におけるリカレント教育プログラムを受講した者の活躍等によりその成果が認知され、継続的な受講希望やプログラム提供に繋がる。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

- 83

1,949

目標値 人 -

- 10828%

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

91

開発したプログラムがターゲットとした多くの社会人や企業等のニーズと合致し、受講者の確保に繋がる。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

令和2年度 令和3年度 令和4年度
4 年度

1,949

1,800

目標年度

4

大学等におけるリカレント教育プログラムを受講した結果、受講者の能力・スキル向上に良い影響を及ぼす。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」の成果報告書

令和2年度 令和3年度

-

-

6

定量的な成果指標

プログラム受講を通じて、職場において
も活用できる汎用的スキル・能力を身
に付ける

目標値 ％ - 70

年度

継続的にプログラム受講者を確保しプ
ログラムを改善・実施する

開発されたリカレント教育プロ
グラムの、開発後３年の継続
実施率

達成度

単位 令和2年度

-

- - 11857%

「専門的・先端的かつ高度な
知識・スキルを得る」ことに関
して、プログラム受講後に達
成できたと考える受講者の割
合

成果実績 ％ -

目標最終年度

達成度 ％

70

↓

活動内容①
（アクティビティ）

社会人や企業等のニーズを踏まえたプ
ログラムを開発する

採択大学等において、プログラム
設計段階で企業等に対してニー
ズ調査をしている割合

活動実績

年度

- 1,800

定量的な成果指標 単位

％ -

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み ％

- -

-

活動目標 活動指標

-

達成度 ％

119

↓

プログラム対象として想定された社会
人や企業等にプログラム情報が認知さ
れ、多数の受講希望を受ける

開発された57プログラムの受
講者数

成果実績 人 - -

-

デジタル・グリーン等の成長分野を中心に、社会人や企業等のニーズに対応した人材育成プログラムを大学等において開発・実施する。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」採択校へのフォローアップ調査

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」の成果報告書

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

60

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - - -

目標値 ％ - - -



活動内容②
（アクティビティ）

開発されたリカレント教育プログラムにおいて、受講者のキャリアに関する相談・アドバイス等の機会を提供し、プログラム受講の成果をその後の就職・転職含む
キャリアアップに活かせるようサポートする。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

プログラムの一環として、その後の就
職・転職も見据えたキャリア相談等を実
施

開発されたプログラムのうち、
受講者のキャリアアップに関
するサポートを実施する割合

活動実績 ％ - - 100 - -

当初見込み ％ - - 90 - -

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
プログラム内でキャリアアップに関する支援を受けた結果、受講者が明確なキャリア展望を持ち、希望するキャリアアップのための活動意欲向上に繋がる。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

4 年度

プログラム内で提供されたキャリアアッ
プに関するアドバイスを受け、その後の
自身のキャリアについて考えを深め、
方向性を見極めるきっかけを提供する

プログラム受講後、キャリア展
望が明確であると回答した者
の割合

成果実績 ％ - - 89 89

目標値 ％ - - 90 90

達成度 ％ - - 9889% 99

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」の成果報告書

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

プログラム受講を通じた学びやキャリアアップに関するアドバイス等が実際の就職・転職活動を含むキャリアアップに活かされる。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

「DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業」採択校へのフォローアップ調査

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

5 年度

希望のキャリア形成に向けて、プログラ
ム受講成果を活かしてキャリアアップす
る者を増やす

プログラム受講生のうち、受
講後半年以内にキャリアアッ
プ（就職・転職・所属企業での
待遇改善等）を達成した者の
割合

- - - -

目標値 ％ - - - 50

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和5年度実施)

目標年度を4年度とする「開発された５７プログラムの
受講者数」「「専門的・先端的かつ高度な知識・スキル
を得る」ことに関してプログラム受講後に到達できたと
考える受講者の割合」については、目標値を超える達
成度であった。また、目標年度を5年度とする「プログラ
ム受講生のうち受講後半年以内にキャリアアップ（就
職・転職。所属企業での待遇改善等）を達成した者の
割合」については今後調査行う予定である。

点検結果

本事業は、就業者のほか非正規雇用労働者や失業者を含め、社会人に対してデジタル・グ
リーン等成長分野を中心に大学・専門学校等において質の高い教育プログラムを提供する
ことを通じて円滑な就職・転職などのキャリアアップを促進する事業である。令和３年度補正
予算事業としての予算を全額繰り越しており、令和４年度においては、48機関において合計
57プログラムが開発・実施され、受講生の満足度は９割超であった。また、社会人の学びを
応援するポータルサイト「マナパス」を通じて、各大学等における取組内容の発信にも積極
的に取り組んだ。

-

-

本事業は、当初計画に基づき令和４年度をもって予定通り終了。なお、本事業の成果の検証を行い、今後の事業実施に活用すべきである。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0040

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

令和2年度 文部科学省

令和4年度 2022 文科 21

本事業は令和４年度で終了となるが、受講者のキャリアアップの状況等の把握に努め、成果については引き続き「マナパス」を活用して周知する。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

令和元年度

平成28年度 -

平成29年度 -

令和3年度 -

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

本事業の成果について継続的にフォローアップ・検証を実施するとともに、今後のリカレント教育関連事業の実施に活用していく。

終了予定

予定通り終了

-

平成30年度 -

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 -

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



※令和４年度実績を記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

1,391.5百万円

委託【随意契約（企画競争）】

A．大学等（48機関）
1,318.8百万円

・リカレント教育プログラムの開発・実施

B．PwCコンサルティング合同会社
72.7百万円

委託【随意契約（企画競争）】

・プログラム実施・拠点構築の支援・分析

・横展開

・その他リカレント 教 育推進に向けに向けた取組

E．丸善雄松堂株式会社
3.5百万円

再委託【随意契約（その他）】 

・特設サイト改修

C．大学等（６機関）
18.1百万円

再委託【随意契約（その他）】 

・講義

・運営支援等

D.民間企業等
（２１機関）

138.5百万円

再委託【随意契約（その他）】 

・講義

・運営支援等



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
PwCコンサルティング合同会
社

1010401023102
プログラムの実施・拠点構築
の支援分析、横展開等

73
随意契約（企画

競争）
2 100

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

75 100 -10 学校法人立教学院 1013305000423
リカレント教育プログラムの開
発・実施

45
随意契約（企画

競争）

-

9 学校法人大阪観光大学 4120105006570
リカレント教育プログラムの開
発・実施

45
随意契約（企画

競争）
75 100 -

100 -

8 学校法人関西学院 6140005015791
リカレント教育プログラムの開
発・実施

45
随意契約（企画

競争）
75 100

75 100 -

7 国立大学法人佐賀大学 1300005002712
リカレント教育プログラムの開
発・実施

50
随意契約（企画

競争）
75

6 公立大学法人宮城大学 1370005002920
リカレント教育プログラムの開
発・実施

53
随意契約（企画

競争）

-

5 学校法人東洋大学 4010005002375
リカレント教育プログラムの開
発・実施

57
随意契約（企画

競争）
75 100 -

100 -

4 学校法人先端教育機構 3010405009995
リカレント教育プログラムの開
発・実施

66
随意契約（企画

競争）
75 100

75 100 -

3 学校法人早稲田大学 5011105000953
リカレント教育プログラムの開
発・実施

75
随意契約（企画

競争）
75

2
公立大学法人北九州市立大
学

5290805003569
リカレント教育プログラムの開
発・実施

79
随意契約（企画

競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 学校法人帝京大学 6011405000207
リカレント教育プログラムの開
発・実施

81
随意契約（企画

競争）
75 100 -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 4 計

消費税相当額 消費税相当額 0

人件費 賃金等（システム開発、WEBデザイン・コーディング） 3

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 20

通信運搬費 演習教材返却宅配費等 0

一般管理費 一般管理費 0

旅費 教材調査旅費等 0

設備備品費 演習用ソフトウェア等 0

諸謝金 講義謝金 1

レターパック、切手等 0

消費税相当額 消費税相当額

消耗品 文房具等 2

人件費 賃金等 3 人件費 賃金等 20

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

書籍、文房具等 0

損借料 受講者貸与用モバイルルータ等 1

諸謝金 委員会出席謝金等 1

18 一般管理費 一般管理費

設備備品費 受講者貸与パソコン等 3 自己調達額 自己調達額

経費分析、WEBページ改修支援等 6

▲ 21

一般管理費 一般管理費 4 再委託費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

雑役務費 広告・ホームページ等作成費等 14 雑役務費

計 81 計 73

通信運搬費

丸善雄松堂株式会社 4

消耗品

2

8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

再委託費 アクセンチュア株式会社 39 人件費 賃金等 75

人件費 賃金等



C

D

E

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 丸善雄松堂株式会社 2010001034952 特設サイト改修 4
随意契約（その

他）
- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

- - -

10 Defios株式会社 6400001015471 コンサルタント業務等 6
随意契約（その

他）
-

9
ラーニング・ツリー・インターナ
ショナル株式会社

2010001086556 講義等 6
随意契約（その

他）

-

8 株式会社アイ・ラーニング 1010001081896 講義等 8
随意契約（その

他）
- - -

- -

7
認定特定非営利活動法人
Teach For Japan

3012705001590
プログラム開発・実施、入職支
援等

9
随意契約（その

他）
- -

- - -

6 株式会社芝川商店 2290801021684 講義、科目整備等の整備支援 9
随意契約（その

他）
-

5 株式会社野村総合研究所 4010001054032 講義、教材作成支援等 10
随意契約（その

他）

-

4 株式会社フロイデール 1290001068338 講義、システム教材構築等 12
随意契約（その

他）
- - -

- -

3 株式会社宣伝会議 6010401015747
カリキュラム開発、授業運営
等

14
随意契約（その

他）
- -

- - -

2 アデコ株式会社 8010401001563 運営管理、横展開支援等 16
随意契約（その

他）
-

1 日本アイ・ビー・エム株式会社 1010001128061 授業運営支援等 20
随意契約（その

他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

6 国立大学法人宮崎大学 1350005001593 プログラム共同連携 1
随意契約（その

他）
- -

- - -

5
独立行政法人国立高等専門
学校機構

8010105000820 講義支援等 1
随意契約（その

他）
-

4 国立大学法人京都大学 3130005005532 コンテンツ開発支援等 2
随意契約（その

他）

-

3 公立大学法人広島市立大学 7240005003513 プログラム共同連携 3
随意契約（その

他）
- - -

- -

2 国立大学法人九州工業大学 9290805003499 プログラム共同連携 6
随意契約（その

他）
- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人熊本大学 2330005002106 プログラム共同連携 6
随意契約（その

他）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等


	行政事業レビューシート

